
国際連合地域開発センターのSDGs推進の取り組み

国際連合地域開発センター所長 遠藤和重

国際連合地域開発センター・公益財団法人中部圏社会経済研究所共催
SDGsセミナー「コロナ禍におけるビジネスチャンスとしてのSDGs」
2020年12月3日（木）14：00～16：30



１. 国際連合地域開発センター（UNCRD）
について
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国際連合地域開発センター（UNCRD）について

【設立の概要】
• 開発途上国の「地域開発」を通じて開発に貢献するために調査・研究を行う組織として、国連と日
本政府との協定により1971年に愛知県名古屋市に設立

• 名古屋市に設立された背景としては、地元の官民一致の積極的な誘致活動や協力体制が大きな役割
を果たしたほか、名古屋を中心とする中部圏が自動車、繊維、窯業などに代表される日本の主力工
業地帯であるとともに、野菜や花の栽培、畜産などに優れた農業地帯であり、バランスのとれた地
域開発が実施されており、開発途上国の研修生に日本の経済発展の経験を学んでもらうのに最適の
場所であると国連に認められたため

【活動】
研修： 開発途上国の行政官を対象に地域開発に関する研修を行う
調査研究： 地域開発をめぐる諸問題をテーマに、研修教材開発も兼ねた調査研究を行う
助言： 地域開発に携わる政府機関、NGO、大学の要請に基づき各種助言を行う
ネットワークの確立：地域開発に関する出版物の発行などにより情報交流のネットワークを確立する

【国連内での位置づけ】

国際連合地域開発センター

国連事務総長

経済社会局（持続可能な開発目標部）
国連事務局



２. 自治体のSDGs経営に向けた
モニタリングツール開発

3



日本における地域SDGsの評価・モニタリングツールへのニーズ
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• 世界的な流れとして、地域でのSDGs達成の動きへの関心は「計画」だけでなく、その「実行」と、
「評価・モニタリング」に移りつつある

• 地域レベルでは各都市で毎年進捗状況を報告するVoluntary Local Reviewの動きが生まれているほか、
各地域のSDGs達成状況や取り組み状況を評価する指標の開発も進んでいるほか、企業の取り組みも積極
的に進みつつある

地域のSDGsの評価・モニタリングの世界的な流れ
計画から実装、モニタリング段階へ
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• ボランタリー・ローカル・レビューとは、自治体が自発的にSDGsの実施状況をレビューし、その結果を
レポートとして発表・公開する取り組み。世界で約40の自治体が実施。

• 2020年2月8日～13日までアラブ首長国連邦のアブダビ市で開催された第10回世界都市フォーラム
（WUF)のスペシャルセッション「ボランタリー・ローカル・レビュー（VLR）」に登壇、日本の自治体
の取り組みを紹介しつつ、モニタリングの重要性について発表

• 中部圏の自治体による地域の課題や取組状況を把握するための情報収集やその評価、それをわかりやす
く伝える情報発信を支援するため「自治体のSDGs経営に向けたモニタリングツール共同開発プロジェク
ト」を立ち上げ、本格的に活動を開始。

パートナー：名古屋市、豊田市
凸版印刷株式会社、ESRIジャパン株式会社、大日本コンサルタント株式会社

• 2020年7月にはキックオフイベントとして公開研究会を開催

ボランタリー・ローカル・レビュー（Voluntary Local Review）

第10回世界都市フォーラムでの発表の様子 凸版印刷㈱DX-GATEより公開研究会の様子を配信
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自治体のSDGs経営に向けたモニタリングパッケージの検討内容

データ収集から情報発信までの一貫したパッケージ

• 「評価・モニタリング」にはデータ収集からそれを整理・評価し、情報発信するため
のデザインを作りこむまでの労力が大きいことが課題

• 一連の取り組みをパッケージとして提供しスムーズに実施できる仕組みを開発

国際標準に合わせながらカスタマイズ可能な仕様設計

ステークホルダーを巻き込みながらSDGs達成を目指す仕掛け

• 国際的に認められた手続きや指標の活用により、自分たちの自治体・地域が国内・世
界でどのような位置づけにあるかを確認・検証することを可能に

• 各地域独自で進めている取り組みや重要性を評価・情報発信に盛り込むことも可能に

• データ収集やモニタリングは、直接的に取り組み推進につながらないことが課題
• 参加型／行動促進型のデータ収集ツール活用により取り組みとデータ収集をセットに
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SDGs-Dashboard
SDGs可視化ツール

既存統計情報

参加型情報収集
ツール

行動促進
ツール

データ収集ツール SDGs評価ツール

SDGs達成度評価
SDGs achievement

SDGs取組評価
SDGs governance

情報発信ツール

SDGs-VLR
SDGs経営レポート

PR / Information
PR/情報発信

SDGs経営に向けたモニタリングパッケージの全体構成
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取り組み体制

• 首長の先導
• 担当部署と人員
• 産学官連携
• 政治の関心度

目標設定

• 取り組み方針
• 既存計画反映
• 数値目標設定
• 包摂性の視点

モニタリング

• データ収集
• 認証制度参画
• 市民情報発信
• 国内外への情報発信

パートナーシップ

• 市民の理解
• 企業との連携
• 他地域との連携
• 国際的な連携

• SDGsに取り組むにあたって必要な４つのステップを設定
• 各ステップにおいて、ベンチマークとなる指標を抽出･整理し、取り組みや努力の評価を行う
とともに、改善すべき点を抽出できる仕組みを開発

• 全ての自治体でデータが収集できるように、各種計画や議会議事録などから評価できる定量
的な指標を設定

SDGs評価ツール（１） SDGs取組評価（Governance)



小分類 指標 定義

取
り
組
み
体
制

首長のリーダーシップ ステートメントでのSDGsへの言及回数 首長の所信表明、施政方針、記者会見でのSDGsへの言及回数

専任部署及び人員 SDGs専任部署の設置有無及び人員数 SDGs担当部署の有無（人員数）

産官学民の連携 SDGsに関した連携のためのプラットホームや
コンソーシアム数

SDGs達成に向けて構成される産学官民が連携するプラットホームやコ
ンソーシアム数

地方政治における関心度 SDGsに関する議会質問数 定例会及び臨時会でのSDGsに関する議会質問数

目
標
設
定

SDGsへの取り組み方針・計画 基本方針・計画の有無及び取り組むゴール数 SDGs達成に向けた取り組み方針を記載した計画の有無及び計画におけ
る優先的ゴールの数

既存計画におけるSDGsへの位置づけ 総合計画へのSDGsの反映の有無 総合計画における取り組みとSDGsとの関連性の記載の有無

SDGsに関連する数値目標の設定 SDGsの各ゴールに対応したアウトカム指標数 SDGs未来都市計画または総合計画におけるSDGsに対応した
KPIの設定数

誰一人取り残さない 脆弱層への対応に対する議会質問数 定例会及び臨時会での子ども、高齢者、女性、ジェンダー、障碍者、貧
困層、外国人への対応に対する議会質問数

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

SDGs指標のデータ収集 オープンデータの提供件数 オープンデータ提供ファイル数

外部の認証・評価への参画 外部の認証・評価への参画件数 役所におけるISO認証（ISO9001、ISO14001）やJISマーク認証等の数

市民への情報発信 市民向けセミナー等の開催件数と参加者数 SDGsに関連したセミナーやイベントの開催件数と参加者数
※主催または共催に限る

国内外への情報発信 SDGsに関する報道発表数 自治体HPの報道発表に掲載されたSDGsの取り組み状況や関連するイベ
ント等に関する報道発表数

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

市民の理解と浸透 市民のSDGsに関する理解度 「持続可能な開発目標（SDGs）」という言葉を"知っている"と回答し
た市民の割合

企業とのパートナーシップ SDGsに関する企業パートナーシップ件数 SDGsに関する企業パートナーシップ件数

大学・活動団体とのパートナーシップ SDGsに関する連携を行う団体・組織の数 SDGsに関する連携を行う団体・組織の数

国際的なパートナーシップ SDGsに関する連携を行う国外の団体・組織の数 SDGsに関する連携を行う国外の団体・組織の数
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ガバナンス評価指標（案）



小分類 指標 名古屋市 豊田市 データ出典

取
り
組
み
体
制

首長のリーダーシップ ステートメントでのSDGsへの言及回数
所信表明：-
施政方針：-

記者会見：2/32

所信表明：-
施政方針：1

記者会見：3/10
市HP：市政情報

専任部署及び人員 SDGs専任部署の設置有無及び人員数 あり
（人数： ）

あり
（人数： ） SDGs未来都市計画：行政体内部の執行体制

産官学民の連携 SDGsに関した連携のためのプラットホームや
コンソーシアム数 8 6 SDGs未来都市計画：ステークホルダーとの連

携

地方政治における関心度 SDGsに関する議会質問数
R1：11
H31：10
H30：3
H29：2

R1：11
H31：14
H30：7
H29：4

市議会会議録

目
標
設
定

SDGsへの取り組み方針・計画 基本方針・計画の有無及び取り組むゴール数 計画：あり
ゴール数：7

計画：あり
ゴール数：10

SDGs未来都市計画：2030年のあるべき姿に向
けた優先的ゴール

既存計画におけるSDGsへの位置づけ 総合計画へのSDGsの反映の有無 あり あり 総合計画

SDGsに関連する数値目標の設定 SDGsの各ゴールに対応したアウトカム指標数 SDGs計画：36
（総合計画： ）

SDGs計画：23
（総合計画： ）

SDGs未来都市計画：2030 年のあるべき姿の実
現に向けた優先的なゴール、ターゲット

誰一人取り残さない 脆弱層への対応に対する議会質問数 確認中 確認中 市議会会議録

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

SDGs指標のデータ収集 オープンデータの提供件数 849 3,395 市HP

外部の認証・評価への参画 外部の認証・評価への参画件数 0 0 （公財）日本適合性認定協会

市民への情報発信 市民向けセミナー等の開催件数と参加者数 7
（参加者数： ）

14
（参加者数： ） 市HP

国内外への情報発信 SDGsに関する報道発表数 3
（R1年度）

5
（R1年度） 市HP：報道発表資料

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

市民の理解と浸透 市民のSDGsに関する理解度 7.9％
（R1.10調査）

30.5％
（R2.1調査） 市民アンケート：認知度調査結果

企業とのパートナーシップ SDGsに関する企業パートナーシップ件数 23 102 SDGs未来都市計画：ステークホルダーとの連
携、市HPなど追加収集

大学・活動団体とのパートナーシップ SDGsに関する連携を行う団体・組織の数 9 45 SDGs未来都市計画：ステークホルダーとの連
携、市HPなど追加収集

国際的なパートナーシップ SDGsに関する連携を行う国外の団体・組織・姉
妹都市の数

団体組織：8
姉妹都市：6

団体組織：5
姉妹都市：4

SDGs未来都市計画：ステークホルダーとの連
携海外の主体
市HP：姉妹都市

名古屋市・豊田市を対象としたケーススタディ
途中経過（参考値）であり 最終結果ではありません。
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17ゴール 169のターゲット

自治体レベルで対応できる課題に対応した
ターゲットの抽出

各ターゲットについてアウトカムの視点から
指標を整理

17ゴールに対応した52指標

既存指標のレビュー
・グローバル指標
・OECD
・SDSN
・地方創生SDGsローカル指標

評価指標の整理の観点
・各ターゲットの理念を捉えた指標である
（拡大解釈しない）

・取組結果（アウトカム）である
・数値の良し悪しが明瞭

SDGs評価ツール（２）地域の達成度評価（Outcome）

①評価指標の選定プロセス

各ゴールを代表する指標を選定
評価指標の選定要件
・自治体の特徴が把握できる（良い点・悪い点）
・多くの自治体で公表データがある
・類似指標の統合
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SDGs評価ツール（２）地域の達成度評価（Outcome）

②指標（案）の選定
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5
1.a
1.b

相対的貧困率

医療保険加入率

ホームレス数

2.1
2.2
2.3
2.4
2.5
2.a
2.b
2.c

人口10万人当たり栄養失調
による死亡者数

栄養状態が不良な
子どもの割合

農業従事者１人当たり
産出額

4.1
4.2
4.3
4.4
4.5

4.a
4.b
4.c

4.6
4.7

保育園・幼稚園登園率

中学校卒業者の進学率

求職者１人当たり
職業訓練費

3.1
3.2
3.3
3.4
3.5

3.a
3.b
3.c

3.6
3.7
3.8
3.9

3.d

新生児死亡率

人口千人当たり若年死
亡者数

妊産婦死亡率

5.1
5.2
5.3
5.4
5.5

5.a
5.c

女性千人当たり性犯罪の
認知件数

家事従事者に関する
ジェンダーパリティ指数

管理的職業のジェンダー
パリティ指数

5.6

上水道普及率

汚水処理人口普及率

6.1
6.2
6.3
6.4
6.5

6.a
6.b

6.6
人口１人１日当たり

最大給水量

電気を受電可能な
人口比率

7.1
7.2
7.3
7.a
7.b

再生可能エネルギー
発電割合

最終エネルギー消費量
当たり総生産

8.1
8.2
8.3
8.4
8.5

8.10
8.a
8.b

8.6
8.7
8.8
8.9

人口１人当たり
市内総生産の伸び率

失業率

就労、就学及び職業訓練のいずれ
も行っていない15-24歳人口の割合

付加価値額百万円当たり
CO2排出量

9.1
9.2
9.3
9.4
9.5

9.b
9.c

9.a

従業者１人当たり
製造品付加価値額

人口10万人当たり
特許出願数

外国人労働者の失業率

10.1
10.2
10.3
10.4
10.5

10.a
10.b
10.c

10.6
10.7

労働分配率

所得下位40％の所得成長率
（世帯所得300万円未満の世帯の割合の減少数）

11.1
11.2
11.3
11.4
11.5

11.a
11.b
11.c

11.6
11.7

最低居住水準未満の住宅
に住む人口の割合

SPM濃度

公共交通カバー率

12.1
12.2
12.3
12.4
12.5

12.b
12.c

12.6
12.7
12.8
12.a

市内総生産当たり
事業系ごみの排出量

人口１人当たり
最終処分量

持続可能性に関する報告
書を発行する企業の割合

人口10万人当たり
水災害危険地域の居住者数13.1

13.2
13.3
13.a
13.b

人口10万人当たり
熱中症搬送者数

人口１人当たりCO2排出量

河川BOD

14.1
14.2
14.3
14.4
14.5

14.a
14.b
14.c

14.6
14.7

漁獲物・収穫物の
販売金額変化率

漁業関連法令違反の
検挙件数

15.1
15.2
15.3
15.4
15.5

15.a
15.b
15.c

15.6
15.7
15.8
15.9

森林面積の純変化率

人口10万人当たり動植物
の密猟及び違法取引件数

面積あたり確認された
外来生物種数

SDGs認知度

財力指数

インターネット普及率

SDGsに関する連携を行う
国外の団体・組織数

17.2
17.1

17.3
17.4
17.5
17.6
17.7
17.8
17.9

17.10
17.11
17.12
17.13
17.14
17.15
17.16
17.17
17.18
17.19

16.1
16.2
16.3
16.4
16.5

16.10
16.a
16.b

16.6
16.7
16.8
16.9

小学生千人当たり児童
虐待相談件数

人口10万人当たり組織的な犯罪の処罰及び
犯罪収益の規制に関する法律の認知件数

選挙投票率

1.1 自治体レベルでは対応できない課題



• 名古屋市は上下水道や公共交通などのサービスが整っている一方、居住水準や所得の格差が
大きく失業率も高い

• 豊田市は産業や雇用、生産消費形態の面で牽引する一方、都市部と中山間地部における基礎
的サービスの差が生まれている

• いずれもジェンダー平等が低い
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名古屋市 豊田市

名古屋市・豊田市を対象としたケーススタディ
途中経過（参考値）であり 最終結果ではありません。
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「SDGs加速化のアクション（SDG 
Acceleration Actions）」は、2030アジェ
ンダの実施を加速化させるため、各国やそ
の他のステークホルダーが自発的に行う取
り組みです。
国連経済社会局（DESA）による審査を経て、
「中部圏におけるSDGローカルアクション
のためのモニタリング・評価ツールの開
発」も選定・登録されました。現在専用の
ポータルサイトで公表されています。

国連SDGs加速化のアクション(SDG Acceleration Actions)に選定・登録



2020年7月 公開研究会「地域で取り組むSDGs経営と効果的な情報発信」

2020年9月 ケーススタディ自治体に対応したツール開発開始

2021年2月 SDGs Aichi Expo 2020にてプロトタイプの報告とPR（予定）

2021年3月 研究成果のレポートを公表

2021年以降 ケーススタディ自治体／企業の拡大とPRの展開

スケジュール

目指すゴール

• 愛知県および中部圏における各地域のSDGsへの取り組みを国際的に発信

• 自治体・企業の継続的なSDGsへの取り組み支援

• SDGsをきっかけとした地域開発におけるオープンデータやデータ利活用の推進

研究会の今後のスケジュールと目指すゴール

16



３.中部圏SDGs広域プラットフォーム
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設立の目的

中部圏ひいては我が国におけるSDGs達成に向けた組織及び団体の取組を実施するととも
に、世界各国とりわけ開発途上国における課題解決の支援などの国際貢献を行うこと

運営体制と会員

・正会員：中部ESD拠点 中部大学 理事長【会長】
国際連合地域開発センター（UNCRD）所長【副会長】
ローマクラブ日本 代表【副会長】
一般社団法人中部SDGs推進センター 代表理事【副会長】

・利用会員：中部圏の自治体、企業、大学、NPO、NGOなど多様なステークホルダー
・その他：賛助会員、パートナー

SDGsの達成に対する課題解決に多大なる貢献が期待できる経験、技術、ノウハウといっ
た中部圏の強みを生かす。構成の対象を中部圏に絞り、この地域のリソースを活用する
ことで、地域に根差し、メンバー間のより強固な連携が可能となる。

特 徴

設 立 ２０２０年１２月１日

中部圏SDGs広域プラットフォーム



活動のテーマと主要事業

★ 2020年度から活動を開始する事業
◎ 2021年度以降に実施、又は実施を検討する事業

① 気候変動

③ ポストコロナ社会

② 都市開発

活動テーマ 事業の柱 個別事業

A 普及啓発・情報発信

B 研修・セミナー・
マッチング支援

C 調査研究

D 民間技術の海外展開支援

E 途上国向け職員研修

・海外へのグッドプラクティスの発信 ◎
・技術移転とローカライズ ◎

・研修事業の実施 ◎
・政府開発援助 ◎

・会員限定の情報配信 ★
・担当者会合の開催 ★

・ウェブセミナー等の開催 ★
・マッチング支援 ★
・ワンストップ相談機能 ★
・スタディキャンプの実施 ◎

・SDGsモニタリングツール開発 ★
・SDGs×新型コロナウイルス
との共存に関する研究 ★

◆ 中部圏のSDGs達成

◆ 途上国のSDGs達成に向けた国際貢献

④ ESG

中部圏SDGs広域プラットフォーム
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